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泉 佐 情 審 第 １ ３ 号 

平成２６年３月３１日 

 

泉 佐 野 市 長 

千 代 松  大 耕 様 

 

泉 佐 野 市 情 報 公 開 審 査 会 

会  長  杉  島   幸  生 

 

 

泉佐野市情報公開条例第１５条第１項の規定に基づく諮問について（答申） 

 

 

平成２５年１１月７日付け泉佐市市第１８７８号で諮問のあった異議申立て事案につい

て、下記のとおり答申します。 

 

記 

 

１ 審査会の結論 

泉佐野市長が平成２５年５月９日付け泉佐市市第３５８号により行った情報不存在の

決定は、妥当である。 

 

 

２ 異議申立ての経緯 

⑴ 異議申立人は、平成２５年４月２５日、泉佐野市情報公開条例（平成１１年泉佐野

市条例第２７号）第９条第１項の規定により、泉佐野市長（以下「実施機関」とい

う。）に対し、「平成２５年４月２４日（水）に拙宅に配達された「広報いずみさ

の」３８部について、先月と配送方法が異なった経緯の分かるもの一式。また、配達

業者が拙宅のポストを勝手に解錠したことに関して、市役所から業者に対して指導し

た内容が分かるもの一式。」の情報公開請求（以下「本件請求」という。）を行った。 

⑵ 実施機関は、異議申立人に対し、本件請求のうち「平成２５年４月２４日（水）に

拙宅に配達された「広報いずみさの」３８部について、先月と配送方法が異なった経

緯の分かるもの一式。」（以下「本件請求文書１」という。）については、「作成し

ていないため」との理由により、また、「配達業者が拙宅のポストを勝手に解錠した

ことに関して、市役所から業者に対して指導した内容の分かるもの一式。」（以下

「本件請求文書２」という。）については、「口頭によるものであるため」との理由

により、平成２５年５月９日付け泉佐市市第３５８号により情報不存在決定処分（以

下「本件処分」という。）を行った。 
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⑶ 異議申立人は、本件処分に不服があるとして、平成２５年８月１日、行政不服審査

法（昭和３７年法律第１６０号）第６条の規定により、実施機関に対して異議申立て

を行い、実施機関は、同日これを受理した。 

 

 

３ 異議申立人の主張の要旨 

 ⑴ 異議申立ての趣旨 

本件処分を取り消すとの決定を求める。  

⑵ 異議申立ての理由 

異議申立人の主張は、おおむね以下のとおりである。  

ア 本件請求文書１の存在しない理由は、作成していないため存在しないということ

であるが、今回の事件は法的に問題がないのか、また、市の法的責任は存在しない

のかを法規担当部署に問い合わせ、確認するように依頼したので、今回の事件の経

緯について文書で記録が残っていることが自然である。 

イ 本件請求文書２の存在しない理由は、市役所から業者に対しての指導内容につい

ては口頭によるものであるため存在しないということであるが、市から業者に対し

て文書で指導するよう伝達しているため、文書は当然存在するはずである。 

以上のことから、本件処分には理由がなく、本件処分は違法、不当である。 

 

 

４ 実施機関の主張の要旨  

実施機関の主張は、おおむね以下のとおりである。 

 ⑴ 本件請求文書１については、作成していないため、存在しない。 

⑵ 本件請求文書２については、市から配達業者に対し、口頭により指導したものであ

るため、存在しない。 

⑶ 本件請求文書１及び本件請求文書２について、当該記録を作成しなければならない

との定めはなく、こうした対応は口頭により行われているのが通常である。 

  以上のことから、本件請求文書１及び本件請求文書２は存在しないため、本件処分に

違法、不当な点はない。 

 

 

５ 審査会の判断  

当審査会では、異議申立人の異議申立書及び口頭による意見陳述並びに実施機関の弁

明書、口頭による意見陳述及び実施機関が提出した説明資料等に基づき、本件処分の妥

当性について調査、審議した結果、次のように判断する。 

⑴ 本件請求文書１及び本件請求文書２について 

本件請求文書１及び本件請求文書２は、異議申立人が存在を主張し、公開を求めて

いるものであるが、実施機関が本件処分を行っていることから、本件請求文書１及び
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本件請求文書２の保有の有無について検討することとする。 

⑵ 本件請求文書１の保有の有無について 

ア 実施機関に確認したところ、本件請求文書１が存在するという事実は確認できな

かった。異議申立人は、確認の依頼をしたことから、文書の存在を主張するが、こ

のような依頼に対し、必ずしも文書を作成しなければならないものではない。 

イ 実施機関の日常的な業務において、組織内での軽微な照会、回答等については、

口頭により確認することが一般的であり、必ず文書を作成しなければならないもの

であるとは認められない。 

⑶ 本件請求文書２の保有の有無について 

ア 異議申立人は、文書での指導を伝達していることから、文書の存在を主張するが、

実施機関に確認したところ、本件請求文書２が存在するという事実は確認できなか

った。本件請求文書１の場合と同様、異議申立人の依頼に対し、必ずしも文書を作

成しなければならないものではない。 

イ 市民からの要望等に対する委託業者への指導や注意について、軽微な事項につい

ては、口頭によることが慣行として行われており、必ず文書を作成しなければなら

ないものであるとは認められない。 

以上のことから、実施機関の説明に不自然な点は認められず、他にその存在を認める

に足りる事情も見当たらないので、本件請求文書１及び本件請求文書２が不存在であ

るとした実施機関の判断について、特に不合理な点はなく、その判断に違法、不当な

点はない。 

 

以上の理由により、当審査会は「１ 審査会の結論」のとおり答申する。  

 

 

６ 審議等の経過  

当審査会は、本件異議申立てについて、次のとおり審議等を行った。  

年  月  日 審 議 等 の 経 過 

平成２５年１１月 ７日  実施機関から諮問書を受理  

平成２５年１１月２７日  実施機関から弁明書を受理  

平成２５年１２月２２日  
異議申立人及び実施機関から意見を聴取 

審議（第６回情報公開審査会） 

 


